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【要旨】 

 技術基準類の性能規定化に伴い，コスト縮減等の観点から連続カルバート等の橋梁構造と土工構造の境界的な

構造や，橋梁構造等と土工構造の境界部等に人工材料を用いた構造体を有するなど新しい形式の道路構造が多く

提案されてきており，今後も増加することが想定される。新形式の道路構造は，要求性能に基づき設計・照査す

る手法が確立されておらず，これまで独自の解釈による方法で性能を満足していることを検証している。このた

め，設計実務の現場に混乱が生じる可能性や，十分な検証がないまま採用されて供用後に不具合が生じる懸念，

適切な安全性が確保されていない構造物が設計されている可能性があることが指摘されている。 

 平成23年度は、橋台との境界に気泡混合土および発泡ビーズ混合土を用いたものを事例として、東日本震災に

よる被災実態調査を踏まえた保有性能に関する検討を行うとともに、調査結果を踏まえて実プラントにて気泡混

合土を製造・打設し、施工時間による施工性・強度への影響に関する試験および補修による強度特性に関する試

験を行った。 

キーワード：性能規定、評価技術、構造物取付け部、土工構造物 

 

 

1．はじめに  

 技術基準類の性能規定化に伴い，コスト縮減等の観点

から連続カルバート等の橋梁構造と土工構造の境界的な

構造や，橋梁構造等と土工構造の境界部等に人工材料を

用いた構造体を有するなど新しい形式の道路構造が多く

提案されてきており，今後も増加することが想定される。

新形式の道路構造は，要求性能に基づき設計・照査する

手法が確立されておらず，これまで独自の解釈による方

法で性能を満足していることを検証している。このため，

設計実務の現場に混乱が生じる可能性や，十分な検証が

ないまま採用されて供用後に不具合が生じる懸念，適切

な安全性が確保されていない構造物が設計されている可

能性があることが指摘されている。 

 土質・振動チームでは、本研究において、橋台と土工

構造の境界部に人工材料を用いた構造体についての保有

性能に関する検討を行っている。平成23年度は、橋台と

の境界に気泡混合土および発泡ビーズ混合土を用いた箇

所について、東日本震災による被災実態調査を踏まえた

保有性能に関する検討を行うとともに、調査結果を踏ま

えて実プラントにて気泡混合土を製造・打設し、施工時

間による施工性・強度への影響に関する試験および補修

による強度特性に関する試験を行った。 

 

２．気泡混合土等の軽量盛土の保有性能分析 

2．1  東日本震災における被災実態分析 

橋梁構造等と土工構造の境界部等に人工材料を用いた

構造体の性能の評価を目的とし、東北地方および関東地

方において気泡混合土および発泡ビーズ混合土を用いて

施工された箇所について、東日本震災における被災実態

調査を行い、地震に対する気泡混合土等の軽量盛土が有

する性能について検討を行った。ここで、気泡混合土は

固化材を用いて 300～1000ｋN/ｍ2 の強度を任意に設定

していることから固化材を用いた軽量盛土構造の代表例

とし、発泡ビーズ混合土は路床部への適用において CBR

調整のため固化材を添加することがあるが，路体への適

用に際しては一般に固化材の転化は行われないため，盛

土の挙動としてはほとんど通常の土と変わらないもので

あることから、固化材を用いない軽量盛土構造の代表例

として調査を行っている。 

2.1.1  気泡混合土の被災実態 

 東北・関東地方において気泡混合土の施工が確認され

た30箇所について、被災状況および復旧状況について現

地調査を行った。 

 30 箇所の県別の内訳は、青森県で14件、岩手県およ
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び宮城県で5件、福島県、茨城県および東京都で2件で

ある。これら30箇所のうち、橋台背面に施工されたもの

が20件であった。これらについて、現地調査を行った結

果、橋台背面に施工された20件以外の箇所も含め、すべ

ての箇所において道路交通機能に影響を与えるような変

状は見られなかった。特に、宮城県南三陸町および岩手

県山田町などの津波により甚大な被害を受けた地域に施

工されていたものがあったが、津波による目立った損傷

も見られなかった。代表的な箇所の状況を写真１に示す。

ここは、宮城県南三陸町戸倉地区で津波の被害を受けて

おり、橋梁部分については津波で流失し仮設橋で供用し

ているが、橋台及び背面の気泡混合土部分には目立った

損傷は見られなかった事例である。 

 気泡混合土については、被災調査を踏まえると今回の

地震に対して道路盛土としての十分な性能を有していた

と考えられる。 

2.1.2  発泡ビーズ混合土の被災実態 

 東北・関東地方において発泡ビーズ混合土の施工が確

認された21箇所について、被災状況および被災による復

旧状況について現地調査を行った。 

 21 箇所の県別の内訳は、宮城県で 12 件、東京都で 4

件、青森県で2件、山形県、茨城県、群馬県で各１件で

あった。これらの21箇所のうち、橋台背面に施工された

ものが12件であった。このうちの宮城県内の４箇所で橋

梁と間に段差が発生しており、アスファルトでのすり付

けによる応急復旧が行われていた。これらの箇所では発

泡ビーズ混合土を施工した橋台背面以外の橋台周辺部も

20～30cm程度沈下が生じていた。橋台との取付け部の状

況は、踏掛版が施工されていた箇所では数cm程度の段差

であったが、踏掛版がなかった考えられる箇所では20cm

程度の段差が発生しており、段差対策として設けられて

いる踏掛版の効果が確認された。 

2.1.3  気泡混合土等の保有性能における課題 

 気泡混合土のような固化構造については、これまでの

地震においても道路交通機能に影響を与えるような橋台

取付け部の段差の発生は見られず、また橋台も含めて気

泡混合土施工箇所では特段の変状は見られなかったこと

から、今回の地震に対しては，安全性・修復性・供用性

の観点から盛土に要求される性能について満足していた

と考えられる。ただし、万が一亀裂等の損傷が発生した

場合に有する性能や，補修方法については未解明な点が

あるため，これらについての検討が必要と考える。 

 一方、発泡ビーズ混合土の様な固化材を用いない軽量

盛土構造については、土と同様の挙動を示すため、橋台

 

写真１ 気泡混合土施工箇所の事例 

（国道398号 宮城県南三陸町戸倉） 

 

①踏掛版なしの事例（段差20cm程度） 

 

②踏掛版ありの事例（段差数cm程度） 

 
①と②との位置関係 

写真２ 発泡ビーズ混合土施工箇所の被災例 
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表１ 気泡混合土の配合表 

目標密度

（g/cm3）

調整泥土

密度

（g/cm3）

１ｍ3配合 

調整泥土

（kg） 

固化材

（kg） 

気泡（L）

0.8 1.3 524 250 514 

 

写真３ 気泡混合土の製造プラント 

 

写真４ 打設した試験体 

 
図１ サンプリング及びサウンディング位置 

取付け部の段差が問題となる場合が多いが、今回の地震

に対しては踏掛版を設置することで沈下による段差につ

いて対応可能であったことが確認された。また、周辺地

盤も含む全体安定に関しては、気泡混合土も含めて、基

礎地盤が軟弱である箇所での荷重軽減対策として施工し

ていることが多く、基礎地盤の沈下・側方流動等の対策

について別途検討することが必要であると考える。 

３．  気泡混合土の施工特性および補修に関する検討   

 前述のように、気泡混合土等の固化構造のものについ

ては、万が一亀裂等の損傷が発生した場合の補修につい

ての検討とともに、できるだけ均質な施工ができること

の確認が必要と考えることから、気泡混合土を製造・打

設し、時間経過に伴う施工特性を検討するとともにとと

もに、補修による強度特性に関する試験を行った。 

3.1  試験概要 

表１に、今回の試験における気泡混合土の配合表を示

す。気泡混合土の製造効率を高めるために流動化処理土

を用いることが考えられており、表１に示す気泡量を除

いたプラント製造した流動化処理土を準備し、それに対

して製造直後および２時間経過後に気泡をミキサーによ

り混合することで気泡混合土を製造し（写真３）、それぞ

れに大型コンテナ２槽に打設して試験地盤を作製した

（写真４）。大型コンテナに打設した試験地盤では、図１

に示すように経過時間別に各１槽ずつ7日材令および28

日材令において、サウンディング試験およびサンプリン

グ試料による強度試験を行い、打設時間および打設深度

における強度および密度のばらつきに関する検討を行う。

また、大型コンテナへの打設時に気泡混合土を採取し、

φ5cm×H10cmおよび10×10×30cmの強度試験用供試体

を作製し、補修に関する検討を行う。φ5cm×H10cm供試

体では、材令7日、材令28日、材令56日で一軸圧縮強

さ試験を、また材令28日、材令56日において繰り返し

載荷試験を行うこととし、材令28日で試験を行った供試

体については、破断位置に気泡モルタルにて注入を施し、

28 日間養生して再試験を行う。10×10×30cm 供試体で

は、材令28日、材令56日に曲げ強度試験を行うことと

し、材令28日で試験を行った供試体については、破断位

置に気泡モルタルにて注入を施し、28日間養生して再試

験を行う。 

ここでは施工特性について検討した７日材令の試験結

果を報告する。 

3.2  試験結果 

 表２は、供試体作製時に行った密度試験およびフロー

試験結果、モールド供試体の７日材令の一軸圧縮強度試
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表２ 試験結果 

流動

化処

理土 

経過

時間 

気泡混合土 モールド試料 大型ｺﾝﾃﾅ(塩ビ管ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 

作製時 材令7日 材令7日 

密度 フロー値 密度 一軸強度 
番号 

下からの深度 密度 一軸強度

(分) (g/cm3) (mm) (g/cm3) (kN/m2) (cm) (g/cm3) (kN/m2) 

0 0.761 161 

0.782 110.6  ①-1 
25～35 0.793 834.5 

50～60 0.757 905.5 

0.772 102.0  ①-2 
25～35 0.783 673.8 

50～60 0.768 441.4 

0.763 120.8  ①-3 
25～35 0.794 614.3 

50～60 0.784 627.1 

120 0.763 163 

0.753 204.6 ③-1 
25～35 0.799 749.0 

50～60 0.782 785.1 

0.750 195.4 ③-2 
25～35 0.794 820.1 

50～60 0.773 945.4 

0.757 224.6 ③-3 
25～35 0.796 870.7 

50～60 0.779 742.9 

験および供試体密度、大型コンテナからのサンプリング

試料による７日材令の一軸圧縮強度試験および供試体密

度を示したものである。強度試験を行うサンプリング試

料は、底面より１／４および１／２の位置から切り出し

て整形を行った。 

 気泡混合土作製に、プラント製造された流動化処理土

を用いる場合、流動化処理土中には固化材が添加されて

いるため、生コンと同様に流動化処理土製造後からの経

過時間の影響が想定される。このため流動化処理土製造

から2時間までのフローおよび密度の変化を確認した結

果、密度については特に問題となる変化は無く、フロー

値についても2時間経過時点でも打設時の管理値である

180±20mm の範囲内 1)にあった。密度および強度につい

ては、モールド試料および大型コンテナに打設したサン

プリング試料において、打設時間での特段の差異は見ら

れなかった。また、打設位置からの距離に応じた深度方

向の強度の連続性についてサウンディングにより確認し

ているが、位置および深度方向での大きな変化は見られ

なかった。したがって、これらの結果から、生コンと同

様の経過時間管理を行うことで、流動化処理土を用いて

気泡混合土を製造・打設しても施工ムラが生じることは

無いものと考える。 

 なお、モールド供試体とサンプリング供試体で強度に

大きく差が見られるが、大型コンテナに打設したものは

マスコンクリートと同様に発熱の影響により初期強度が

大きくなったものと考える。 

 

４．まとめ 

 構造物取付け部と土工境界部の人工材料を用いた構造

体ついて、東日本震災における被災調査結果を踏まえる

と、以下のように考えられる。 

１）固化構造のものについては、今回の地震動に対して，

実現象からは、安全性，供用性，修復性を全て満足して

いたと考えられるが，万が一損傷した場合の補修の考え

方の検討が必要。 

２）非固化構造のものについて、土と同様の挙動を示す

ものであれば、既存の技術基準類を踏まえ、段差および

基礎地盤の沈下に関する検討が必要。 

 また、前述のように気泡混合土を実プラントで製造・

打設し、施工段階の強度等への影響や補修等に関する実

験検討を進めているところであるが、7 日材令の試験結

果を見ると、時間経過による施工性への影響および打設

による強度ムラ等の影響はないものと考えられる。今後、

28 日以降の強度試験および補修抑制試験の結果を取り

まとめて、補修に関する考え方について整理する予定で

ある。 
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